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本研究は，航空会社の利潤最大化行動および乗り継ぎ行動を含んだ旅客の航空会社と航空便の選択行動

を考慮し，競争関係にある空港運営会社が利潤を最大化するような空港間の競争を表現するモデル構築を

目指している．本稿では，空港運営会社の利潤最大化問題における着陸料を所与として，航空会社の利潤

最大化問題と旅客の効用最大化問題に焦点を当てて議論する．ネットワーク内における経路ベースでの運

賃を設定することで乗り継ぎ運賃を考慮する．また，航空会社の利潤を最大化するような運航本数や運賃

が存在することを確認した．数値計算において，航空会社の運賃と運航本数を同時に解いている． 

 

     Key Words: airline network, hub-airport, landing fee, passenger behavior, optimization problem 
 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 背景 

航空は経済産業活動や国民生活を支える基盤であり，

国内外の交流の活性化には不可欠なインフラである．日

本の航空産業が発展することは，我が国の産業や都市の

国際競争力の強化，訪日外国人観光客の増加，そして日

本全国の地域活性化に貢献できる．アジア圏においては，

航空需要の伸びは今後も堅調になると予測されている 1）．

アジア圏の堅調な需要の影響を享受するためには，我が

国のハブ空港がアジア圏におけるハブ空港としての地位

確立が求められている．国内において，成田国際空港は

代表的なハブ空港の一つである．成田国際空港株式会社

によると，全利用者の約 2割が国際線での乗り継ぎを行

っている．2）乗り継ぎ行動は空港利用において無視でき

ない割合を占めており，旅客の乗り継ぎ行動とその背後

にある問題を明示的に扱った航空ネットワークの分析モ

デルが必要である． 

一般的に，長距離輸送を担う公共交通機関で乗り継ぐ

場合，乗り継ぐ前後の便の運賃を別々に支払う場合と通

しの運賃として支払う場合では後者の方が安くなる．つ

まり，乗り継ぎ時の運賃計算においては単純な加法性は

成立しない．しかし，これまでの研究では，ハブ空港で

の航空機の乗り継ぎに着目した研究はあるが（Oh et al. 

(2022)3）など），複数の航空便を乗り継ぐ場合は，それぞ

れの航空便の運賃を合算して運賃計算の加法性を仮定し

たり，乗り継ぎに伴う外生的な割引率を設定して運賃計

算の部分的な非加法性を仮定したりして，運賃を表現す

るものが多い．部分的な非加法性を仮定する場合，通し

の運賃は乗り継ぎの前後の便の運賃と乗り継ぎ運賃を決

定するモデルに依存するため，乗り継ぎ運賃を決めるた

めの自由度は小さい．一方で，乗り継ぎを考慮した通し

の運賃を，乗り継ぎ前後の各航空便の運賃とは独立なも

のとして決めるモデルは著者らの知る限り少ない． 

 

(2) 既往研究 

空港間の競争市場の把握は重要な問題の一つであり，

多くの研究がなされてきた．空港間の競争市場と旅客の

行動を考慮したモデルの構築は，Zhang et al.(1997)4)，Tae 

et al.(1996)5)などによって行われてきた．竹林ら(2001)6)は，
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自由化された国際航空旅客輸送市場の構造分析を行い，

航空会社と旅客から構成される完全競争市場として実用

計算可能な手法を用いたモデル化を行っている．旅客需

要が弾性的に変化する需要変動型のもとで需要予測を行

い，空港容量拡張の影響を検討している．このモデルに

おいて，運賃は所与の値として与えられており，航空会

社の行動における運航本数を決定する最適化問題として

定式化されている．Gong et al. (2023)7) は，異なる市場構

造における空港拡張への航空会社の対応や，空港容量拡

張が深刻な混雑遅延を導くというパラドックスを起こす

条件や，空港拡張が旅客の需要や社会厚生に与える影響

を検証するために，空港運営会社，航空会社，旅客の 3

つのステークホルダーからなる tri-level のモデルを定式

化し，異なるステークホルダー間の相互作用について調

べた．Tani et al. (2022)8) は，空港の一括民営化による航

空市場の変化を検証するために，旅客と空港事業者と航

空会社の 3 者から構成される市場をモデル化し，旅客の

行動変化と空港事業者と航空会社の利潤を分析している．

本研究では，空港間の協力関係に重点が置かれている

Tani et al. (2022)8) で用いたモデルの枠組みを採用するが

空港ごとの利潤最大化行動を考慮することで，空港間の

競争市場を表現できるモデルを構築する． 

 

(3) 本研究の位置づけと目的 

本研究では，航空会社の利潤最大化行動および乗り継

ぎ行動を含んだ旅客の航空会社と航空便の選択行動を考

慮し，競争関係にある空港運営会社が利潤を最大化する

ような空港間の競争を表現するモデル構築を目指す．本

稿では，空港運営会社の利潤最大化問題における着陸料

を所与として航空会社の利潤最大化問題と旅客の効用最

大化問題に焦点を当て議論する． 

はじめに，Tani et al. (2022)8)と同様に旅客の行動の定式

化と空港運営会社と航空会社の利潤をモデル化する．そ

して，テストネットワークにおいて定式化された最適化

問題を解き，複数の条件の計算結果を比較し，考察する． 

 

 

2. モデルの概要 

 

本研究で提案するモデルは，ステークホルダーとして

旅客，航空会社，空港運営会社の三者が存在するTri-level

モデルである．また，三者に対してそれぞれ以下の仮定

を適用する． 

 

 旅客には二区間搭乗する（ハブ空港で乗り継ぎをす

る）旅客と一区間のみ搭乗する旅客がいる． 

 全ての旅客は自らの効用を最大化するように経路

を選択する． 

 二区間搭乗する旅客は，トリップを通して同一航空

会社を選択する． 

 航空会社は自らの利潤を最大化するように各リン

クの運航本数と経路ごとの運賃を決定する． 

 ハブ空港 1 つにつき 1 つの空港運営会社が存在し，

独立して運営を行う． 

 本稿における乗り継ぎ運賃とは，出発地から経由

地を経て到着地までの通しの経路を一括で購入す

ることができる独立した運賃である． 

航空会社は，複数の航空便を乗り継ぐ場合はそれぞれの

航空便の運賃を合算したり外生的な割引率を設定したり

して旅客に運賃を課しているが，本稿では上記のように

仮定している．図-1は，モデル内の三者の関係を示

す．各ステークホルダーの行動は相互に影響しあう．旅

客と航空会社の間には，旅客が航空便を運航する航空会

社に運賃を支払う関係が存在する．航空会社と空港運営

会社の間には，空港運営会社が決定する着陸料に応じて

航空会社が航空便の運航本数と運賃を決定する関係が存

在する．航空会社は航空機を着陸させる度に空港運営会

社に対して着陸料を支払う．そのため，航空会社が十分

な需要が見込まれるリンクにおいて航空便の運航本数を

増加させることで，空港運営会社は着陸料による収入が

増加し利潤が増えるという関係が存在する．また，空港

運営会社が着陸料を値下げすると航空会社は運賃を値下

げでき，結果として経由地としてその空港が旅客に選ば

れやすくなることを表現できる． 

 

 

3. 提案モデル 

 

本章では，提案するモデルの定式化について説明する． 

 

(1) 記号の定義 

 
図-1 本モデルにおける三者の相互関係図
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本研究で用いる数式記号は以下のとおりである． 

𝐼 リンク𝑖の集合 

𝑁 航空会社𝑛の集合 

𝐻 ハブ空港運営会社ℎの集合 

𝐾 機材の種類𝑘の集合 

𝑟 出発空港（出発空港ノード） 

𝑠 到着空港（到着空港ノード） 

Ω OD ペア𝑟𝑠の集合 

𝐽௥௦ OD ペア𝑟𝑠 ∈ Ωの経路𝑗の集合 

𝑢௝,௡
௥௦  旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移

動するとき航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する

経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦を利用するときの効用 

𝑡௜ リンク𝑖 ∈ 𝐼の所定の飛行時間 

𝑡௛ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻における最小乗り継ぎ時

間  

𝑡௕଴ 旅客がいないときの搭乗や降機にかか

る時間 

𝑑௛௕ 機内での混雑によって旅客の搭乗や降

機の際に発生する遅延時間 

𝜆 0 < 𝜆 < 1の値をとるパラメータ 

𝐶௛ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻の空港容量 

𝑤௞ 機材𝑘 ∈ 𝐾の座席数 

𝑝௝,௡
௥௦  旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠までの

移動に航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路

𝑗 ∈ 𝐽௥௦を選択する確率 

𝑓௝,௡
௥௦ 旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで航

空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦を利

用したときの運賃 

𝜇௜,௡
௞  航空会社𝑛 ∈ 𝑁が設定したリンク𝑖 ∈ 𝐼

の機材の大きさ𝑘 ∈ 𝐾によって運航され

る運航本数 

𝜇௜
௡ 航空会社𝑛 ∈ 𝑁が設定したリンク𝑖 ∈ 𝐼

で運航される運航本数 

𝛿௜
௝ 経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦にリンク𝑖 ∈ 𝐼を含む場合に

は 1，そうでない場合は 0 になる変数 

𝛿௛
௝ 経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦にハブ空港ℎ ∈ 𝐻を含む場合

には 1，そうでない場合は 0になる変数 

𝛿௜,௡ 航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑖 ∈ 𝐼を運航し

ている場合は 1，そうでない場合は 0に

なる変数 

𝛿௜,௡
௛  航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑖 ∈ 𝐼をハブ空

港ℎ ∈ 𝐻に就航させている場合は 1，そ

うでない場合は 0になる変数 

𝛿௜
௞ リンク𝑖 ∈ 𝐼において機材𝑘 ∈ 𝐾を含む

場合には 1，そうでない場合には 0 にな

る変数 

𝜋௛ ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の利潤 

𝜋௡ 航空会社𝑛 ∈ 𝑁の利潤 

𝑞௥௦ 出発空港𝑟と到着空港𝑠との間の需要 

𝑞௝,௡
௥௦  出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移動する

とき航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路𝑗 ∈

𝐽௥௦を利用するときの旅客数 

𝑥௜,௡ 航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するリンク𝑖 ∈ 𝐼

の旅客数 

𝑐௛ 空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の運営コスト 

𝑐௡ 航空会社𝑛 ∈ 𝑁の運営コスト 

𝑟௛ ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻における非航空

系事業の収入 

𝑙௛,௜ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻にリンク𝑖 ∈ 𝐼を運航し

た際に支払う着陸料 

𝑙௜,௡
௞  航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑖 ∈ 𝐼を機材𝑘 ∈

𝐾で運航した際に支払う着陸料 

𝜃௡
௛ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻 の混雑度によって発生

する航空会社𝑛 ∈ 𝑁の追加コスト 

𝜀௡ 認知誤差 

𝛼௔, 𝛾, 𝜂, 𝜈, 𝜆 パラメータ(𝑎 ∈ {1,2,3,4,5}) 

 

(2) 本モデルの計算手順 

モデルを定式化するにあたって，まず，旅客の経路の

選択や航空会社と空港運営会社の利潤最大化について定

式化する．それぞれの定式化はTani et al.(2022)8)で行われ

ており，本研究はそれを援用する． 

本研究で提案するモデルでは，初期値として航空会社

の各リンクにおける航空便の運航本数や各経路の運賃，

各空港の着陸料を設定し，以下のサイクルで計算を行う． 

 

手順1. 下位の旅客の効用最大化問題を解く． 

手順2. 中位の航空会社の利潤最大化問題を解く． 

手順3. 上位の空港運営会社の利潤最大化問題を解く． 

 

以上を 1サイクルとする計算を繰り返し，均衡状態にな

るまで計算を行う．さらに，複数の着陸料変化のシナリ

オを設定し，そのそれぞれのシナリオにおいて運賃と運

航本数を最適化する．本稿では，手順 2 までを対象とし

て運賃と運航本数を最適化し，着陸料は外生的に与えて

空港運営会社の利潤を算出する． 

 

(3) ハブ空港運営会社の行動 

ハブ空港運営会社の利潤を表現するにあたり，以下を

仮定する． 

 空港運営会社は非航空系事業による収入と着陸料

から収入を得ている． 

 空港運営会社は，空港運営に必要なコストを支払っ

ている． 

 非航空系事業の収入と運営コストは定数項として

外生的に与えられる． 
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以上の仮定に基づき，空港運営会社の利潤は次のように

定式化できる． 

 

max𝜋௛(𝒍௛) = ෍ ෍ 𝛿௜,௡ ∙ 𝜇௜,௡
௞ ∙ 𝑙௛,௜

௡∈ே௜∈ூ

+ 𝑟௛ − 𝑐௛ 

∀ℎ ∈ 𝐻 

(1) 

where  

𝒍 = ൫𝑙ଵ,ଵ , ⋯ , 𝑙௛,௜ , ⋯ , 𝑙|ு|,|ூ| ൯ 

 ∀ℎ ∈ 𝐻 
(2) 

 

ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の収入は，航空会社からの着

陸料収入と非航空系事業の収入を合計した値である．な

お，ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の費用項は，運営コストとし

て与えられる． 

 

(4) 航空会社の行動 

航空会社の利潤を表現するにあたり，以下を仮定

する． 

 航空会社は，旅客からの運賃で収入を得ている． 

 航空会社の収入は運賃と旅客数によって与えら

れる． 

 航空会社のコストは，各リンクの運航本数と着陸

料の積と空港の混雑によって生じる追加コスト

の合計として与えられる． 

 運賃に関して，航空会社は自社の利潤を最大化す

るように，着陸料と需要に応じて，運賃を自由に

決定できることができる． 

 航空会社はリンクにおける運航本数と運賃のみ

を決定し，機材の大きさは外生的に与えられる． 

以上の仮定に基づき，航空会社の利潤最大化問題は次の

ように表される． 

 

max 𝜋௡(𝒇, 𝝁) = ෍ 𝑓௝,௡
௥௦ ∙ 𝑞௝,௡

௥௦

௝∈௃ೝೞ

− 𝑐௡(𝝁) 

∀𝑛 ∈ 𝑁
 

(3) 

where  

𝑐௡(𝝁) = ෍ ෍ 𝜇௜,௡
௞ ∙ 𝑙௜,௡

௞

௞∈௄௜∈ூ

+ 𝜃௡
௛(𝝁)

 

 ∀𝑛 ∈ 𝐼 

(4) 

𝜃௡
௛(𝝁) =

෍ 𝜂ଵ ∙ 𝛿௜
௡ ∙ exp ቆ𝜂ଶ ∙

∑ ∑ ∑ 𝜇௭,௡
௞

௞∈௄௡∈ே ௭∈ூ

𝐶௛

ቇ

௜∈ூ

∀𝑛 ∈ 𝑁

 
(5) 

𝒇 = ൫𝑓ଵ,௡
௥௦ , ⋯ , 𝑓௝,௡

௥௦, ⋯ , 𝑓|௃ೝೞ|,௡
௥௦ ൯ 

∀𝑟𝑠 ∈ Ω, 𝑗 ∈ 𝐽௥௦, 𝑛 ∈ 𝑁  
(6) 

𝝁 = ൫𝜇ଵ
௡, ⋯ , 𝜇௜

௡, ⋯ , 𝜇|ூ|
௡ ൯ 

 ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑛 ∈ 𝑁 
(7) 

 

ここで𝜃௡
௛(𝝁)は，ハブ空港における着陸待ちなどのハ

ブ空港ℎ ∈ 𝐻の混雑に起因する航空会社𝑛 ∈ 𝑁が負担す

る追加コストを表し，竹林ら (2001) 6)をもとにしたもの

である． 

本研究では，航空会社の利潤最大化問題において航空

会社は自社の利潤を最大化するようにリンクにおける航

空便の運航本数𝜇௭,௡
௞ と経路の運賃𝑓௝,௡

௥௦を決定する．航空便

の座席数は所与の定数とする．着陸料はハブ空港運営会

社の利潤最大化問題によって決定されるが，航空会社の

利潤最大化問題においては所与の定数として表される．

以上によって，ハブ空港運営会社の利潤の定式化は着陸

料を決定する利潤最大化問題として定式化できる．また，

航空会社の利潤の定式化は運賃と運航本数を決定する航

空会社の利潤最大化問題として定式化できる． 

 

(5) 旅客の行動 

本研究では，旅客の経路の選択行動について以下の仮

定をおく． 

 旅客の経路の選択行動はロジットモデルで表現さ

れるものとする． 

 旅客が航空便を乗り継ぐ場合，出発空港から到着空

港まで乗り継ぎ運賃で購入するものする． 

以上の仮定に基づき，旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠ま

での移動に航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦を利用

するときの効用𝑢௝,௡
௥௦ を次のように定義する． 

 

𝑢௝,௡
௥௦ = 𝛼ଵ ∙ 𝑓௝,௡

௥௦ + 𝛼ଶ ൭෍ 𝛿௜
௝

∙ 𝑡௜

௜∈ூ

+𝑡௛൱

+𝛼ଷ ൝෍ 𝛿௛
௝
൫𝑑௛௕(𝜇௜

௡)൯

௛∈ு

ൡ

+ ෍ 𝛿௛
௝

∙ 𝛼ସ ൭෍ 𝛿௜
௝

∙
1

∑ 𝜇௜,௡
௞

௞∈௄௜∈ூ

൱

௛∈ு

+ ෍ 𝛿௛
௝

∙ 𝛼ହ,௛

௛∈ு

∀𝑗 ∈ 𝐽௥௦ , 𝑛 ∈ 𝑁, 𝑟𝑠 ∈ Ω

 

(8) 

where  

𝑑௛௕(𝝁௜
௡) = 𝑡௕଴ ∙ 𝜈ଵ ൮

𝑥௜,௡

𝜇௜,௡

∑ 𝛿௜
௞ ∙ 𝑤௞௜∈ூ

൲

ఔమ

 

∀ℎ ∈ 𝐻 

(9) 

𝑥௜,௡ = ෍ ෍ 𝛿௜
௝

∙ 𝑞௝,௡
௥௦

௝∈௃ೝೞ௥௦∈ஐ
 

∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝐼 

(10) 
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ここで式(8)の各項は，運賃，飛行時間，乗り継ぎ時間，

運航本数に基づいた待ち時間，各空港に固有の定数を表

す．𝑑௛௕(𝝁)は，機内での混雑によって旅客の搭乗や降機

の際に発生する遅延時間を表している．機材の座席数と

実際に搭乗する旅客数の間の需給に基づく混雑によって

遅延時間が与えられる．𝛼ହ,௛はハブ空港ℎ ∈ 𝐻に固有の定

数である．式(10)はリンクを移動する旅客数を示し，該当

するリンクを含む経路の旅客数の合計を表す．また，旅

客の効用にガンベル分布に従う認知誤差 𝜺௡ =

൫𝜀ଵ, ⋯ , 𝜀|ே|൯を加えることで，ランダム効用理論に基づい

て航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦の選択確率が与

えられる．誤差分布の確率密度関数は次のように示され

る． 

 

𝑓(𝜺௡) = exp ൭− ෍ ൭෍ exp ቀ−
𝜀௡

𝜆
ቁ

ఒ

௡∈ே

൱

௛∈ு

 ൱ (11) 

 

ここで𝜆は，0 < 𝜆 < 1を満たすパラメータである．旅客

が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航す

る経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦を選択する確率𝑝௝,௡
௥௦ はロジットモデルに基

づいて次のように表される． 

 

𝑝௝,௡
௥௦ =

exp ቆ
𝑢௝,௡

௥௦

𝜆
ቇ

෍ exp ቆ
𝑢௝,௡

௥௦

𝜆
ቇ

௝∈௃ೝೞ

 

∀𝑗 ∈ 𝐽௥௦, 𝑛 ∈ 𝑁, 𝑟𝑠 ∈ Ω 

(12) 

 

よって，出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移動するとき航空

会社𝑛 ∈ 𝑁が運航する経路𝑗 ∈ 𝐽௥௦の旅客数𝑞௝,௡
௥௦ は，次のよ

うに表される． 

 

𝑞௝,௡
௥௦ = 𝑞௥௦ ∙ 𝑝௝,௡

௥௦

∀𝑗 ∈ 𝐽௥௦ , 𝑛 ∈ 𝑁, 𝑟𝑠 ∈ Ω  (13) 

 

ここで𝑞௥௦は，外生的に与えられる出発空港𝑟と到着空港

𝑠との間の需要である． 

 

 

4. テストネットワークを用いた数値計算 

 

本章では，前章で構築したモデルの挙動を考察するた

め，テストネットワークを用いて数値計算結果を示す． 

 

(1) テストネットワークの仮定 

 はじめに，簡単のためテストネットワーク内におい

表-3 ODペアとOD需要 

O＼D 1 2 3 4 

1 0 3,000 1,000 3,000 

2 0 0 0 3,000 

3 0 0 0 1,000 

4 0 0 0 0 

 

表-2 各パラメータとその数値 

パラメータ 数値 パラメータ 数値 

𝜂ଵ 600,000 𝛼ଵ -0.000025 

𝜂ଶ 1.45 𝛼ଶ -0.001 

𝑡௕଴ 15 𝛼ଷ -0.125 

𝜈ଵ 3 𝛼ସ -0.001 

𝜈ଶ 20 𝜆 0.75 

  𝑤௞ 165 

 

 
図-2 ノードとリンクの関係図 

 

表-1 各リンクを運航する航空会社と所要時間 

リンク 運航する航空会社 飛行時間[min] 

1 1 100 

2 1 180 

3 1 120 

4 1 130 

5 2 100 

6 2 180 

 

 
図-3 ノードと経路の関係図 
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て旅客の移動は片方向のみを考えることとした． 

テストネットワークでは 4つのノードを仮定し，ノー

ド 1 は起点，ノード 2，3 は起終点，ノード 4 は終点にな

り う る ． そ の た め ， 5 つ の OD ペ ア Ω =

{(1,2), (1,3), (1,4), (2,4), (3,4)}が存在する．また，図-2の

ように，2つの航空会社によって6リンクが設定される．

リンク番号とリンクを運航する航空会社と所要時間は表

-2に示される．また，リンクによって構成される旅客の

経路は図-3のように，9 経路設定される．また，各ノー

ドの非航空系事業収入と，運営コスト，発着容量，最小

乗継時間は表-4に示す． 

以上のテストネットワークを用いて表-5に示す2種類

の着陸料を外生的に与え，着陸料の変化による航空会社

と旅客の行動の変化を示す． 

 

(2) テストネットワークの数値計算の結果 

数値計算の結果を表-6，表-7に示す． 

各表の例 1 の列と例 2の列は，先の表-5における各空

港の着陸料を課したときのリンクごとの運航本数，経路

ごとの運賃と選択確率を示す．各指標の例 1 から例 2 へ

の変化について，着陸料の変化の影響は以下の通りであ

る．表-6は，それぞれの例で着陸料を設定したときのそ

れぞれのリンクの運航本数の計算結果を示す．ノード 2

を終点とするリンク 1について，例 1の運航本数より例

2 の運航本数が少ないことが示される．逆に，同じくノ

ード 2 を終点とするリンク 5について，例 1 の運航本数

より例 2の運航本数が多い．ノード 2を起点とするリン

ク 2，6 について，例 1 の運航本数より例 2 の運航本数

が少ない．また，ノード 3を起点または終点とするリン

ク 3，4 について，例 1，例 2 の運航本数は同じである． 

表-7は，それぞれの例において着陸料を設定したとき

のそれぞれの経路の運賃と経路選択確率を示す．ノード

2 を終点とする経路 1，5 について，例 2の運賃が例 1の

運賃より安い．ノード 2 を起点とする経路 2，6 につい

て，例 2の運賃が例 1の運賃より高い．また同一地点を

起終点とし，乗り継ぎを含んでいる経路 7，8，9 につい

て，各経路の運賃は異なる結果を示す．例 2 の運賃が例

1 の運賃より高い．ノード 3 を起点，または終点として

いる経路 3，4 について，例 1 と例 2 を比較して運賃に

大きな変化が起きていない． 

 

(3) 数値計算の考察 

例1と例2でノード2に異なる着陸料を設定したとき，

着陸料の変化によって運航本数と運賃が変化している．

そして，その影響を受け旅客の経路選択確率も変化して

いる．しかし，着陸料の変化額に対して運航本数や運賃，

旅客の経路選択確率の変化量は大きくない．また，経路

7，8 のように，同一の航空会社でも異なる経路を利用す

るときには，旅客に課される運賃が異なる．また乗り継

ぎ運賃は，利用するそれぞれの航空便の運賃の和ではな

く，新たな料金として解を求められた．それぞれの例は

表-6 各リンクの運航本数 

リンク 
運航本数[便/日] 

例 1 例 2 

1 17.47 17.28 

2 17.12 15.89 

3 7.68 7.68 

4 7.62 7.62 

5 30.85 31.27 

6 20.65 19.98 

表-7 各経路の運賃と選択確率 

経路 
運賃[JPY] 経路選択確率 

例 1 例 2 例 1 例 2 

1 39,937 39,720 28.33% 28.01% 

2 44,897 51,715 35.12% 32.57% 

3 57,544 57,543 47.87% 47.87% 

4 56,783 56,787 47.17% 47.17% 

5 23,473 22,546 50.27% 50.96% 

6 39,274 45,118 42.31% 40.77% 

7 58,060 58,165 32.94% 32.78% 

8 57,016 57,465 15.64% 15.64% 

9 51,467 51,598 42.58% 42.62% 

 

表-5 ハブ空港の着陸料 

ノード 着陸料[JPY] 
 例 1 例 2 

2 300,000 100,000 

3 300,000 300,000 

 

表-4 各ノードにおける空港運営会社の収入とコスト，発着容量と最小乗継 

ノード 非航空系事業収入[JPY] 運営コスト[JPY] 発着容量[便/日] 最小乗継時間[min] 

1 1,973,463 4,283,847 150 - 

2 36,715 207,655 212 25 

3 6,268 13,733 65 20 

4 2,903,022 4,528,553 200 - 
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数値計算によって，最適な運賃と運航本数を同時に算出

できたといえる． 

 

 

5. まとめ 

 

本研究では，航空会社の利潤最大化行動および乗り継

ぎ行動を含んだ旅客の航空会社と経由地の選択行動を考

慮し，競争関係にある空港運営会社が利潤を最大化する

ような空港間の競争を表現するモデルを提案した．多く

の既往研究では，2 便を乗り継ぐ際の運賃は 2 つのリン

クに対応する運賃の和として仮定されてきたが，現実に

は乗り継ぎが行われると運賃が割り引かれる．一方で，

本研究では経路ベースの運賃を導入し，同じリンクを使

う旅客の中でも乗り継ぎを行う場合と行わない場合で運

賃が異なるモデルを定式化し，モデルの挙動を確認した．

また，既往研究では，運航本数のみを変化させていたの

に対して，本研究では運賃や運航本数を考慮する定式化

を行い，数値計算にて航空会社の利潤を最大化するよう

な運航本数や運賃が存在することを確認した． 

本研究では，各ステークホルダーのモデルをヒューリ

スティックスな解法を適用した．出力されるのは厳密解

ではないため，厳密解法の構築が求められる．本稿にお

いては，空港運営会社の利潤最大化問題において着陸料

は所与として計算した．そのため今後は，着陸料も変数

として数値計算を行う．将来的には，現実的な空港間競

争を表現可能なモデルとするためにはモデル内のパラメ

ータ推定を行うことを目指す．加えて，旅客のとる行動

をより現実的に表現するため，旅客が複数の航空会社へ

の乗継する際のモデルの定式化も検討する． 

 

 

REFERENCES 
1) 国土交通省 航空局：航空を取り巻く状況と今後の

課題 
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/00133040
2.pdf 

2) 成田国際空港株式会社：空港運用状況(2022 年) 
https://www.naa.jp/jp/airport/pdf/unyou/y_20221124.pdf 

3) Oh, J., & Huh, W. T. (2022). Hidden city travel and its 
impact on airfare: The case with competing airlines. 
Transportation Research Part B: Methodological, 156, 
101-109. 

4) Zhang, A., & Zhang, Y. (1997). Concession revenue and 
optimal airport pricing. Transportation Research Part E: 
Logistics and Transportation Review, 33(4), 287-296. 

5) Tae, H. O., Anming, Z., & Yimin, Z. (1996). A note on 
optimal airport pricing in a hub-and-spoke system. 
Transportation Research Part B, 1(30), 11-18. 

6) 竹林幹雄, 黒田勝彦, 鈴木秀彦, & 宮内敏昌. (2001). 
完全競争市場として見た国際航空旅客輸送市場のモ

デル分析. 土木学会論文集, (674), 35-48. 
7) Gong, Z., Zhang, F., Liu, W., & Graham, D. J. (2023). On 

the effects of airport capacity expansion under responsive 
airlines and elastic passenger demand. Transportation 
Research Part B: Methodological, 170, 48-76. 

8) Tani, R., Takashima, I., Kato, T., Tamura, T., & Uchida, K. 
(2022). Analysis of the effect of bundled airport 
privatization on an airline network. Transport Policy, 124, 
203-21 

 
(Received ?)

 
 
 

INTER-AIRPORT COMPETITION MODEL CONSIDERING PASSENGER AND 
AIRLINE BEHAVIOR 

 
Ryusei KATSUTA, Ryuichi TANI, and Kenetsu UCHIDA 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集


